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健康横浜２１推進会議運営要綱 

 制 定 平成 24 年３月１日健保事第 3964 号（局長決裁） 

最近改正 令和６年３月８日健健推第 3307 号（局長決裁） 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、横浜市附属機関設置条例（平成 23 年 12 月横浜市条例第

49 号）第４条の規定に基づき、健康横浜２１推進会議（以下「推進会議」と

いう。）の組織、運営その他必要な事項について定めるものとする。 

（担任事務） 

第２条 横浜市附属機関設置条例第２条第２項に規定する委員会の担任する事

務の細目については、次に掲げるものとする。 

(1) 健康横浜２１（以下「健康横浜２１」という。）の推進に関すること。

(2) 健康横浜２１の評価・策定に関すること。

（委員） 

第３条 委員は、次に掲げる者のうちから市長が任命する。 

(1) 学識経験者

(2) 保健医療専門家

(3) 健康に関連するボランティア団体・企業等の各種団体の代表者

(4) マスメディアの代表者

２ 委員の任期は、５年以内とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠

の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

４ 委員の代理は、認めないものとする。 

 （臨時委員） 

第４条 推進会議に、健康横浜２１の評価・策定や健康づくりに関する事項を

調査審議させるため、臨時委員を置くことができる。 

２ 臨時委員は、次に掲げる者のうちから市長が任命する。 

(1) 学識経験者

(2) 保健医療専門家

(3) 健康に関連するボランティア団体・企業・各種団体の代表者等

３ 臨時委員は、第１項の事項に関する調査審議が終了したときは、解任され

たものとする。 
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（会長） 

第５条 推進会議に会長１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、推進会議を代表し、会務を掌理する。 

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指名

する委員が、その職務を代理する。 

 

（会議） 

第６条 推進会議の会議は、会長が招集する。 

２ 会長は、推進会議の議長とする。 

３ 推進会議は、委員の過半数以上の出席がなければ開くことができない。 

４ 推進会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数の場合

は、会長の決するところによる。 

 

 （部会） 

第７条 健康横浜２１について調査審議するために部会を置くことができる。 

２ 部会は、会長が指名する委員及び臨時委員をもって組織する。 

３ 部会に部会長１人を置き、委員及び臨時委員の互選によりこれを定める。 

４ 第６条の規定は、部会の会議について準用する。この場合において、同条

中の「会長」とあるのは「部会長」と、「委員」とあるのは「部会の委員」と

読み替えるものとする。 

５ 部会の委員構成や議事内容等を踏まえ、推進会議の会長が認める範囲にお

いて、前項に基づく部会の決定を推進会議の決定に代えることができる。 

 

（会議の公開） 

第８条 横浜市の保有する情報の公開に関する条例（平成 12 年２月横浜市条例

第１号）第 31 条の規定により、委員会の会議については、一般に公開するも

のとする。ただし、委員の承諾があれば、会議の一部又は全部を非公開とす

ることができる。 

 

（意見の聴取等） 

第９条 会長又は部会長は、推進会議又は部会の会議の運営上必要があると認

めるときは、関係者の出席を求め、その意見又は説明を聴くほか、資料の提

出その他必要な協力を求めることができる。 

 

（庶務） 



第 10 条 推進会議の庶務は、健康福祉局健康推進課において処理する。 

 

（委任） 

第 11 条 この要綱に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、

会長が推進会議に諮って定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成 24 年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行後最初の委員会の会議は、第６条第１項の規定にかかわら

ず、市長が招集する。また、最初の部会の会議は、会長が招集する。 

 

   附 則 

この要綱は、平成 29 年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 



就労状況からみた若年女性の健康課題

横浜市の若者コホート研究の分析と、次回調査の質問票の検討

横浜市立大学大学院医学研究科公衆衛生学教室
後藤温

資料作成協力：中西博紀・原美朋

令和8年度 第1回部会

令和8年度第1回「女性の健康づくり推進検討部会（健康横浜２１推進会議部会）」
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これまでの流れと今回
前回予告した「就労状況を含む要因の分析」の結果を報告

令7 第1・2回
健康寿命と

生活制限の課題

前回令7第3回
月経症状・抑うつ・
受診ためらいの実態

今回令8第1回
就労状況の分析＋
質問票の検討

次回調査
質問票を反映し
縦断的に検証

令和7年度第1〜3回・令和8年度第1回部会



本日のアウトライン

1 就労状況からみた健康課題の分析
抑うつ・月経前症状（PMS）・月経症状・受診行動を、就労属性で切り分けた結果

2 次回調査の研究デザイン
縦断調査で時間的前後を確かめる枠組み

3 質問票の検討
次回調査の項目について

前半＝分析結果の報告、後半＝質問票の検討。対象：横浜市の若者
コホート（16〜29歳の非学生女性）



研究の全体像：2つの前向きコホートで成人期全体を追う
16〜69歳をカバーし、就労状況と女性の健康を同じ枠組みで縦断的に追跡する

若者コホート 16–29歳 よこはま健康研究 30–69歳

よこはま若者コホート研究

16〜29歳・3,626名（男女）
• 本日の分析データ（ベースライン＝断面）
• 2026年9月に1年後、以降3年後・6年後を追跡
• 就労状況／抑うつ・月経前症状（PMS）／月経

／受診行動

よこはま健康研究

30〜69歳・男女
• 2023年ベースライン、2026年10月に3年後調査
• 次回調査に質問票を反映（本日検討）
• 更年期世代を含む（女性はSMI・男性はAMS）

いずれも前向きコホート研究。本日は断面（横断）の結果を報告し、次回以降は追跡（縦断）調査で「就
労状況を先に、健康アウトカムを後に」測定することにより、原因⇒結果の時間的前後関係を担保する。

出所：よこはま若者コホート研究／よこはま健康研究 調査計画



よこはま若者コホート研究の構築（本日の分析データ）
本日の分析は、この若者コホートのベースライン調査に基づく

背景
現代社会の変化は若者に多様なストレスをもたらし、心の
不調や生産性の低下が社会課題となっている。

アプローチ
疾患そのものの研究とは異なり、ウェルビーイングを高め
る「ポジティブな要因」に着目する（ポジティブ疫学）。

方法
横浜市在住の16〜29歳 3,626名（男女）を6年間追跡する
前向きコホート研究。

目的
科学的根拠に基づき若者のための施策を立案し、社会実装
を目指す。

出所：横浜市立大学 COI-NEXT「若者の生きづらさを解消し高いウェルビーイングを実現するメタケアシティ共創拠点」



よこはま若者コホート研究の経過報告
登録は順調に進み、女性を中心に回答が集まっている

対象者
• 2025年に横浜市在住の16〜29歳 25,000人を

住民基本台帳から無作為抽出し、研究案内
を郵送

• よこはま健康研究の参加者（30〜69歳・約
9,500人）にニュースレターを郵送し、その
子に本研究の案内を依頼

回答状況（登録終了・確定）

3,626人

が参加（うち女性 1,995人・55%）

出所：よこはま若者コホート研究 登録実績



就労状況別の抑うつ（調整オッズ比）

考察：非正規雇用、協会けんぽ・国保、サービス・現業では、中等度以上の抑うつ症状を有する者が多
く、就労属性に応じたメンタルヘルスの支援策を講じる必要性が示唆される。

出所：よこはま若者コホート研究データ解析結果



保険者・職種を細分化した抑うつ（調整オッズ比）

考察：協会けんぽ・国民健康保険の加入者、サービス・保安職では、中等度以上の抑うつ症状を有する
者が多く、保険者・職種に応じた支援の必要性が示唆される。小標本のその他・無保険と職種その他は

図から除外。

出所：よこはま若者コホート研究データ解析結果



就労状況別の月経前症状（PMS）

考察：非正規雇用、サービス・現業、協会けんぽ・国保では、月経前症状（PMS）の負担が大きい者が
多く、就労属性に応じた支援の必要性が示唆される。

出所：よこはま若者コホート研究データ解析結果



就労状況別の月経症状の生活影響

考察：月経症状が生活に及ぼす影響には就労状況による明確な差はみられず、就労による差はメンタル
（抑うつ・PMS）と受診行動に現れる。

出所：よこはま若者コホート研究データ解析結果



就労状況別の受診行動・受診のためらい

考察：小規模事業所では未受診・産婦人科受診のためらい、サービス・現業では内科受診のためらいが
ある者が多く、就労属性に応じた受診支援の必要性が示唆される。

出所：よこはま若者コホート研究データ解析結果



分析の考察：就労状況と女性の健康

1. 抑うつ・PMSは特定の就労属性で相対的に高い
非正規・サービス/現業・協会けんぽ/国保・小規模事業所で、抑うつ症状と月経前症状が相対的に大きい。雇
用の不安定さ、事業所規模による産業保健体制の差、経済的な余裕などが背景として関与している可能性が示
唆される。

2. 月経症状の生活影響は就労状況によらない
月経症状が生活に及ぼす影響は、4つの就労属性のいずれでも明確な差はみられない。就労状況による差はメン
タル（抑うつ・PMS）と受診行動に現れており、月経症状そのものの重さより、心理・行動面での格差に着目
することが有用と考えられる。

3. 受診のためらいは就労属性で異なる
小規模事業所で未受診・産婦人科受診のためらい、サービス/現業で内科受診のためらいが相対的に高い。休暇
の取りにくさ、相談窓口の不足、受診経路の分かりにくさが障壁として示唆され、就労属性に応じた受診支援
の必要性が考えられる。

4. 留意点
横断分析であり因果的解釈には制約がある。健康な人が特定の就労形態に偏る健康労働者バイアスの可能性も
ある。曝露（就労状況）を先に、アウトカムを後に測る縦断調査で時間的前後を確認する必要がある。

出所：よこはま若者コホート研究データ解析結果



よこはま健康研究：研究デザイン
横浜市全域の30〜69歳約9,582名を2023年から追跡。断面と前向きコホートの両デザインで分析し、
次回3年後調査に質問票を反映する

出所：よこはま健康研究 調査計画



次回調査の研究デザイン
曝露（就労状況等）を先に、アウトカムを後で測る縦断デザインにより、因果の逆転に対処

よこはま健康研究
（30〜69歳）

2023
ベースライン

2026.10
3年後調査 5年後 10年後

よこはま若者コホート研究
（16〜29歳・3,626名） ベースライン 2026.9

1年後 3年後 6年後
〜2035

赤枠＝次回調査。よこはま健康研究の3年後調査に反映し、若者コホートの1年後でも
同じアウトカムを再測定する

両調査の共通ベースラインで測定
基本属性／生活習慣／受診行動／社会因子／メンタ
ルヘルス／ウェルビーイング・QOL

追跡で新規に質問（女性の健康を含む）
SNS・生成AI／健康情報の入手経路／ヘルスリテラシ
ー／月経困難・更年期症状（女性SMI・男性AMS）

出所：両研究の調査計画（予定）



質問票の検討（次回調査）

1 これまでで分かったこと
• 国民生活基礎調査：就労属性により受診行動に差
• 今回の研究：抑うつ・PMS-8・月経困難のある人で、属性により受診行動が異なる

2 支援の届け方（検討事項）
• 300人未満の事業所・国保／協会けんぽ加入者への支援の届け方
• 職場の休暇・相談窓口の整備か、属性に応じた経路での健康情報の発信か

3 更年期は実態が未解明、次回調査で新規把握
• 月経困難はデータを取得。更年期はまだ不明な点が多い
• よこはま健康研究は更年期世代を含む。男女ともに更年期症状と日常生活への影響を尋ねる

以上を踏まえ、質問票の項目について意見を求める

出所：よこはま健康研究3年後調査質問票 ver1（検討中）



質問案①女性の健康（月経・更年期）
検討事項：対象年齢・尺度の妥当性、男女を同じ枠組みで尋ねる是非

領域 質問項目（尺度・出典） 対象 主な内容

月経の基本 初経年齢・月経周期・月経期間 女性 月経の型を把握

月経前症状 PMS-8（月経前2週間の8項目・DRSP由来） 女性 不安・気分の波・疲労・過眠等

月経の不調 症状の有無＋日常生活への影響 女性 月経痛・メンタル不調・経血量

更年期症状 簡略更年期指数SMI（10項目） 男女 ほてり・不眠・いらいら・憂うつ等

更年期の生活影響 症状による日常生活への影響 男女 男性は AMS 17項目で別途把握

出所：よこはま健康研究3年後調査質問票 ver1（検討中）



質問案②受診行動・職場の支援・情報環境
受診・職場・情報環境の設問案。実データで差のみられた就労属性に何を届けるかを検討

領域 質問項目 検討事項

受診行動 受診回数・かかりつけ医・要受診後の受診・未受診の経験 受診の障壁の捉え方

ためらう理由 大げさ・恥ずかしい・怖い・科が不明・流れが不明・近くにな
い 選択肢の過不足

受診意向の実験 ビネット4場面（ネット・生成AI・家族の助言を変える） 場面設定の妥当性

職場の支援 早退・半休の取りやすさ／相談窓口／女性の健康課題による休
暇 項目の過不足

情報環境 健康情報の入手経路／ヘルスリテラシー／SNS・生成AI利用 情報発信の切り口

出所：よこはま健康研究3年後調査質問票 ver1（検討中）



総括：施策への示唆と質問票で確かめること

施策への示唆

1. 保険者・事業所単位の支援
協会けんぽ/国保加入者や小規模事業所で抑うつ・PMS
の負担が相対的に大きい。産業保健が届きにくい層への
健康支援を優先度の高い介入点として検討する。

2. 受診の障壁を下げる
早退・半休の取りやすさ、相談窓口、受診経路の分かり
やすさなど、受診の心理的・時間的な障壁を下げる取り
組みが望まれる。

3. メンタル・月経の相談経路
抑うつ・PMS・月経困難のある人を、相談・受療につな
ぐ経路の整備が重要と考えられる。

質問票で確かめること（今後の課題）

1. 縦断で時間的前後を確認
横断分析では因果の向きが定まらない。就労状況を先に
、アウトカムを後に測る縦断調査で確認する。

2. 更年期の実態把握
既存データで測れていない更年期症状を、女性はSMI・
男性はAMSで新規に把握する。

3. 情報環境・受診障壁の把握
健康情報の入手経路・ヘルスリテラシー、就労属性別の
受診障壁を質問票で把握する。



付録：質問票の現在の案（設問と選択肢）



付録①月経前症状 PMS-8
対象：女性 ／ 出典：PMS-8（月経前症候群短縮版8項目, DRSP由来, 心身医学 2023）
月経前に始まり（直前〜2週間前）、月経開始後に数日で消失する症状の程度を、各項目6段階でたずねる（8項目）。



付録②月経関連
対象：女性 ／ 出典：よこはま若者コホート研究、Q3以降オリジナル
月経の不調・日常生活への影響・初経年齢・月経周期・月経期間を、次の設問でたずねる。



付録③更年期症状簡略更年期指数 SMI
対象：男女 ／ 出典：簡略更年期指数 SMI（小山・麻生 1992）
各症状の程度を「強・中・弱・無」で回答（どれか1つでも強く出ていれば「強」）。10項目。日常生活への影響も
別途たずねる。



付録④男性更年期症状 AMS
対象：男性 ／ 出典：AMS（男性更年期症状評価尺度, Heinemann et al. 2003）
各症状の重さを「なし〜きわめて重度」の5段階で回答。17項目。日常生活への影響も別途たずねる。



付録⑤受診行動
対象：男女 ／ 出典：よこはま健康研究／よこはま若者コホート研究ベースライン調査等
受診しなかった経験・その理由・受診回数・かかりつけ医の有無を、次の設問でたずねる。



付録⑥職場の健康支援
対象：男女（就労者） ／ 出典：オリジナル（秋田大学就労女性の健康チェックリストを参考）
職場について、次の項目にどの程度あてはまるかを4段階で回答。仕事をしていない人はスキップする。



付録⑦受診意向のビネット（要因サーベイ実験）
対象：男女 ／ オリジナル
同一人物の体調不良（2〜3か月、疲れ・不眠・気分の落ち込み・頭痛や動悸）について、助言の出所（ネット・生
成AI・家族）を変えた4場面を読み、「自分ならどうするか」を選ぶ。

場面1
ネット：早めに受診を
生成AI：受診をすすめる
家族：みてもらいなよ

場面2
ネット：早めに受診を
生成AI：様子見でよい
家族：休めば

場面3
ネット：受診勧奨と様子見の両論
生成AI：受診をすすめる
家族：休めば

場面4
ネット：両論
生成AI：様子見でよい
家族：みてもらいなよ

選択肢：受診しようと思わない／どちらともいえない／受診しようと思う



付録⑧健康情報の入手経路
対象：男女 ／ 出典：よこはま若者コホート研究、オリジナル
健康情報の主な入手経路（複数選択）。あわせてSNS・生成AIの利用時間もたずねる。

SNS・生成AI の利用時間も別途測定。



付録⑨ヘルスリテラシー（CCHL）
対象：男女 ／ 出典：CCHL 伝達的・批判的ヘルスリテラシー（石川ら 2008）
健康情報を「集める・選ぶ・理解し伝える・信頼性を判断する・行動を決める」の5項目を5件法でたずねる。

出所：よこはま健康研究3年後調査 質問票 ver1（検討中）



月経に伴う不調時における
婦人科等の受診に向けて

横浜市役所健康福祉局健康推進課

横浜市女性の健康づくり推進検討部会 2026年7月21日

資料４
当日差し替え版
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【参考】令和７年度第３回女性の健康づくり推進検討部会の報告

女性の健康課題に関する分析結果＜「国民生活基礎調査」の分析より＞ ※当日資料抜粋（横浜市立大学作成）



3

【参考】 令和７年度第３回女性の健康づくり推進検討部会

女性の健康課題に関する分析結果＜「よこはま若者コホート研究」の分析より＞ ※当日資料抜粋（横浜市立大学作成）

よこはま若者コホート研究：横浜市立大学が実施（横浜市協力）



4

【参考】 令和７年度第３回女性の健康づくり推進検討部会

女性の健康課題に関する分析結果＜「よこはま若者コホート研究」の分析より＞ ※当日資料抜粋（横浜市立大学作成）



5

【参考】 令和７年度第３回女性の健康づくり推進検討部会

女性の健康課題に関する分析結果＜「よこはま若者コホート研究」の分析より＞ ※当日資料抜粋（横浜市立大学作成）
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【参考】 令和７年度第３回女性の健康づくり推進検討部会

女性の健康課題に関する分析結果＜「よこはま若者コホート研究」の分析より＞ ※当日資料抜粋（横浜市立大学作成）



■若年層に向けて
・若い世代は生理不順に楽観的であり、生理が来ないことの病気のリスクや将来への影響を理解できていな
い。わかりやすく話していくことが必要。プレコンセプションケアなど、自分の健康に向き合う機会があると
良い。・生理が止まっている時に、自分の体がどうなっていくかをイメージできるようになれると。

■受診ハードルの高さ
・ハードルが高い（待ち時間が長い、事前予約性である、イメージがつきにくい）
・プライバシーがない、内診台に乗る、などのイメージがある。どこに受診していいかわからない。
・自身の健康度の尺度にグレーゾーンがあり、個々により異なることが影響している（こんなことで受診して
良いのかな、と思う割合が高い）。
・高校生、大学生、社会人でも対処行動が違うので、相談相手も違う。

■親世代に対して
・月経困難症などの症状が重症にもかかわらず、軽度だと親が判断してしまうことがあるため、親へのアプ
ローチ必要。
・親として自分の考えや価値観ではなく、新しい価値観を知る機会が必要。

■医療機関等の相談先
・病院側が、十分な説明なく「内診台に上がらせる」という行為をやってしまったら、いけない。
・認知症サポート医の婦人科バージョンなどの受け皿があると良いのでは。

女性の健康づくり推進検討部会での委員のご意見（婦人科受診関連抜粋）

【参考】 令和７年度第３回女性の健康づくり推進検討部会
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【参考】ユースクリニック等による相談の場の新設（仮）

相談の場のイメージ
・ユースクリニック等を参考にし
た相談の場の実施
・開催内容の指針、基準を満
たした産婦人科病院、クリニッ
ク、助産院などで、若い世代
の身体の相談に対するアドバ
イスやミニ講座などを開催する
・横浜市内のどこで開催されて
いるかを、横浜市で広報を行
う（予定表案を参照）

各団体の役割

【趣旨】
若い世代が不調を感じた時に、産婦人科へアクセスすることを目指し、産婦人科における相談の場を
開設することを検討していく。若い世代のヘルスリテラシー向上も目指す。令和８年４月開設を目指す。

思春期～
青年期 横浜市

病院
開設状況を
共有

開催指針、基
準の協定

周知・広報

アドバイス

相談

クリニック助産院 産婦人
科医会

【参考】
令和７年度
ご説明
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【参考】
令和７年度
ご説明

日付 時間 開催医院 住所 HP ア ド
レス

対象 申し込み方
法

8 月 1 日
（〇）

17:00 ～
17:30

○ × ク リ
ニック

都筑区○×
町3-7

http://
…

12 ～ 18 歳
女性

HPより予約

16:30 ～
17:00

△クリニッ
ク

旭区○×町
4－7

http://
…

12 ～ 18 歳
男性

電話

8 月 3 日
（〇）

18:00 ～
18:30

□助産院 港北区○×
町3－15

http://
…

性別年齢問
わず

電話

8 月 17 日
（〇）

13:00 ～
14:00

◇ 病 院
産婦人科

緑区○×町
1－28

http://
…

12～22歳程
度 女性

HPよりネット
予約

【参考】ユースクリニック（仮）一覧（案）
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月経に伴う不調時における婦人科等の受診に向けて

■目標
・不調を感じた時、必要に応じて、婦人科等を受診できる
・婦人科系疾患の早期発見・重症化予防をはかるとともに、日常生活や学業への影響の軽減につ

なげる

■実施内容
A.若年層および親世代を対象としたヘルスリテラシー向上
B.安心して受診できる環境づくり

月経に伴う不調時における婦人科等の受診に向けて（案）

A.ヘルスリテラシー向上
（若年層・親世代）

B. 安心して受診できる
環境づくり

両輪で推進していく



■目的
月経に伴う不調を感じた時に婦人科受診ができるよう、ヘルスリテラシーを向上させる
・自分の身体の変化に気付ける（日常の健康管理）
・信頼できる相談先を知っている
・不安なく受診行動に移せる

11

月経に伴う不調時における婦人科等の受診に向けて

A.若年層および親世代を対象としたヘルスリテラシー向上

■対象
メインターゲット：女子中学生
・小学校高学年～中学生
・保護者

■内容等
①カード配布（二次元コード付き）

・カードは入り口で情報はWebに集約
・Web：受診の目安や医療機関リストなどを掲載

②Instagramなどショート動画
③学校用スライド説明資料（養護教諭等向け）
④保護者向け説明リーフレット

○〇、○○・・・・

こまっていたら このカードを

・ お う ち の 人

・ ほ け ん 室 の 先 生

などに わたしてね

ひとりで なやまなくて いいよ
がまんしないで 相談しよう

こんなとき
・・・・
・・・・
・・・・
・・・・

このカードを受け取った大人の方へ

思春期の体調不良は、婦人科での対応が必要な場合が
あります。

小児科・内科だけでなく婦人科の受診も検討してください。

横浜市 健康福祉局 女性の健康づくり応援事業担当

【思春期ウェルカム産婦人科一覧】

「○○○○○○○○○○」で検索
コード

養護
教諭

女子
中学生

医療機
関など

①保健室に行く

②カードを渡す

（保護者に相談）
③受診・相談する

養護
教諭

女子
中学生

医療機
関など

①カードをみて
相談

②相談を勧める

（保護者に相談）
③受診・相談する

●例①：カードが保健室にあるパターン

●例②：カードがトイレにあるパターン

●カード（イメージ案）
＜表＞ ＜裏＞
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月経に伴う不調時における婦人科等の受診に向けて

■目的
若年層が心理的・物理的な障壁なく、医療機関を受診できるとともに、安心して相談できる受診を

通じて、医療者との信頼関係の構築を促し、継続的な健康管理（かかりつけ医）につながる環境づく
りを行う

■イメージ案

B.安心して受診できる環境づくり

思春期～青年期
※メインターゲット

：女子中学生
横浜市

Bクリニック

医療機関
リストの共有

リスト基準へ
の同意等

アドバイス

受診・
相談

CクリニックA病院 産婦人科医会
・市医師会

カードやSNS、HPで広報

（養護教諭とも連携）



職場における取組

横浜市役所健康福祉局健康推進課

横浜市女性の健康づくり推進検討部会 2026年7月21日

資料５－１
当日差し替え版



職場における実態調査および今後の取組
【趣旨】
令和８年度実施するアンケート調査結果から、女性の健康課題等に関して、今後の取組の参考となるような啓発資材を
中小企業向けに作成する。その他、具体的な取組を検討する。

職場における取組

2

中小企業（全体）

横浜市

実態調査
（R7ヒアリング
・R8アンケート）

三者連携 ※三者協定を2025/9月末に締結

ニーズを伝える

協会けんぽ
神奈川支部 横浜市立大学

※三者で協議しながら、アンケート内容や実施先を検討していく

時期 令和７年12月～３月 ～令和８年８月 令和８年９月～ 令和９年度中

内容 ・ヒアリング（６事業所）実施
・ヒアリング結果の分析

・アンケート調査項目の検討
・具体的な取組の検討

・アンケートの実施/分析
・具体的な取組の確定

・具体的な取組を実施予定
（働き世代向け、女性特有やメンタルヘルスの課題）

啓発資材などを提供する（R9）

調査実施事業所



R7 女性労働者へのヒアリング調査分析結果
職場における取組

3

ア 柔軟な勤務体系と休暇取得の体制的・心理的基盤を構築することが必要
＜例＞・休みが出てもカバーができ、生理痛でも罪悪感なく休める環境がある

・こどもの体調不良や学校の状況に合わせてテレワークが利用できる

イ 健康課題の表出を支えるコミュニケーション風土と心理的安全性が必要
＜例＞・女性の経営層が管理職に伝えるべき女性特有の配慮について伝えている

・女性のみのチャットルームなど同僚同士でサポートし合える環境がある
・ブースの配置など、個人情報に配慮した環境がある

ウ 組織の能動的な介入が重要
（自己申告を待つのではなく能動的に把握する仕組みや健康診断・リテラシー教育への補助など）
＜例＞・女性の健康課題について、男性社員も学ぶ場があった

・健康診断の見方について従業員向けの対面の健康講座が実施されている
・総務担当者が有給休暇の取得状況を確認し、取れていない人に勧奨している
・二次検診受診が有給であり、時間が保証されている

エ 就業中の不調に対処するための物理的環境の整備
＜例＞・静かになって休んだり睡眠がとれたりできる休養室がある

・更年期症状や室温などの環境の感じ方などには、個人差がある

参考



R7 経営層・人事労務担当へのヒアリング調査の分析結果
職場における取組

4

ア 企業の物理的・構造的な環境（ハード）など、個人の努力では変えられない要因がある
＜例＞・従業員の男女比では女性が多い、もしくは少ない

・不調時に周囲が気にせず横になれる休養室を設置し、環境を整備している
・企業規模によって男性優位がある
・中小企業だと健康経営の浸透率が高い

イ 組織として明文化され誰にでも適用できる仕組み（ソフト）づくりが必要
＜例＞・生理休暇などの名称を工夫し、男女問わず周囲を配慮しやすい雰囲気を醸成している

・婦人科検診の受診向上等を会社負担により、補助している
・窓口を一元化している
・配慮事項のない従業員にも休暇をすすめている

ウ 制度を実際に機能させる経営層や管理職の言動、および個々に寄り添う運用が必要
＜例＞・トップマネジメント（社長や管理職）による強いコミットメントがある

・経営層の考え方は、女性従業員の健康に影響する
・男性含む現場管理監督者が女性の健康について理解していることが大事

エ 職員同士でサポートし合い、孤立を防ぎ安心感をもたらしリテラシーを育む組織の在り方
＜例＞・仕組みを作る側が女性特有の困りごとを経験している、理解できることが影響する

・長く働きやすい環境はコミュニケーションが基盤
・つながり、孤独をなくすことが社会的健康
・女性のみのチームによるボトムアップな取組、若手社員からの意見収集

オ 不調を開示しやすいなど、組織文化が従業員の健康に影響しうる
＜例＞・痛みを我慢して働くことを良しとせず、率先して相談や休暇を促す環境づくりが重要

・機運の醸成には男性のセミナー参加も重要
・不調を抱える従業員への管理職や周囲による

参考
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働く女性の健康づくりPJTの構想

2

● 協会けんぽ神奈川支部、横浜市、大学が協力して働く男女の健診データ分
析や事業所・労働者アンケート調査を立案

横浜市 女性の健康寿命を伸ばすための実態調査・取り組み

市大 行政・保険者・事業者に役立つエビデンスの創出

けんぽ 加入者の健康づくりや健康経営に資するデータ分析

２



企業側が取り組める健康課題の介入要因を見つけ出す

この要因を
探索する

３



4

働く女性の健康づくりPJTの流れ

2025年
インタビュー調査

2026年
大規模アンケート調査

2027年〜
施策の実施

４



調査①

5

内容：協会けんぽ神奈川支部に所属する保険者の健康診断データ

対象
①協会けんぽ神奈川支部に加入する被保険者およびその扶養家族
②生活習慣病予防健診を受診した35歳以上の者

方法
協会けんぽから事業所調査 + 健康診断データを受領

サンプル数
①約10000人（データ確認前）

調査項目：事業所質問票調査項目
事業所の健康づくり取組状況、従業員の健康状態の把握、法令遵守、健康

診断受診率等 ５



調査②

6

内容：働く男女の健康づくりオンライン調査

対象
【事業所】以下のいずれかを満たすものを対象
①協会けんぽ神奈川支部に加入する事業所
②本研究の説明会に参加し、調査への参加を希望した日本の事業所

【労働者】以下のすべてを満たすものを対象
①日本に所在地を持つ事業所で働くもの
②調査回答時点で18歳以上74歳以下の者

方法
1) 協会けんぽからメールマガジンでのオンラインアンケートを配布
2) 女性の健康づくりイベントによる企業リクルート（経済産業省後援）

６



調査②

7

内容：働く男女の健康づくりオンライン調査

目標サンプル数
①事業所数：約500（かながわ健康企業宣言事業所数と同数）
②労働者数：約15000人（1事業所あたり平均して約30人を想定）

調査項目（別紙参照）
事業所側調査：
・企業情報
・企業の構造要因、文化要因

労働者側調査
・個人の生態学的情報、生活習慣、労働関連情報
・働く企業の構造要因、文化要因
・健康アウトカム

７



現行スケジュール

8

2026.6月 倫理審査申請、調査票設計開始
7月 アンケート調査票の内容の合意
8月 大学倫理審査承認、調査①の分析プレ報告
9月 調査②のアンケート配布開始
12月 調査②のアンケート回収促進案の実施

2027.1月 調査②データ分析プレ報告
2月 調査①・②分析結果報告
3月 来年度施策の方向性の考案

８



調査項目の概要｜企業人事労務・役員向け

9

大分類 項目 質問文

企業情報 ・企業名
・従業員数
・業種

（例）企業の業種に最も近いものを
選んで下さい。

構造的・制度的要因 ・女性役員比率（男女の数）
・休憩室の有無
・健康づくり担当の有無
・休暇制度
・女性の健康づくりについての発信の有無
・女性の健康づくりについての研修

（例）職場の健康づくりを推進する
担当者を決めていますか。

文化的要因 ・職員同士のサポート
・従業員同士の交流機会
・休暇の取得実績

（例）女性に特有の健康課題につい
て、社内で研修を行っていますか。

９



調査項目の概要｜労働者向け

10

大分類 項目（一部抜粋） 質問文の例

個人背景 年齢、性別、業種、職種、同居人数、BMI、運動
習慣、飲酒、喫煙、食事スコア、睡眠時間、シフ
トワークの有無、収入、教育歴

（例）あなたの職位に最も近いも
のを選んで下さい。

構造的・制度的要因 事業所規模、女性従業員比率、休暇制度、休憩室
の有無、相談窓口の有無、テレワークの可否、健
康に関する経営層の発信、女性の健康についての
教育機会

（例）職場で、女性の健康（月
経・更年期・妊娠・出産など）に
関する研修を受けたことがありま
すか。

文化的要因 職員同士のコミュニケーション活性、サポートを
し合う文化、管理職の理解、従業員の交流機会、
休暇の取りやすさ

（例）あなたの職場の管理職は、
体調不良による休暇の取得につい
て理解がありますか。

アウトカム 日常生活の制限の有無、主観的健康感、月経痛ス
コア、更年期症状スコア、プレゼンティズム・ア
ブセンティズム、メンタルヘルス

（例）この1回の月経で最も強か
った月経痛は、0から10でいうと
どの程度でしたか。0は痛みなし、
10は想像できる最悪の痛みです。１０



アクティビティ 初期アウトカム 中間アウトカム 最終アウトカム

女性の健康づくり応援事業ロジックモデル（令和８年６月時点）（１/２ページ）

アウトプット

生
活
習
慣
病
の
予
防
を
通
じ
た
早
世
の
減
少

悩みやストレスがあるが相談できないでいる人
の割合の減少（15～64歳）
(国民生活基礎調査)

過去１年間の医療機関での骨密度測定の
受診割合の増加（女性）
（健康に関する市民意識調査）

睡眠で休養が取れている人の割合の増加
(健康に関する市民意識調査)

睡眠時間が6～9時間の人の割合の増加
(健康に関する市民意識調査)

乳がん検診受診率の向上
(国民生活基礎調査)

生活習慣病のリスクを高める量を飲酒してい
る者の割合の減少（女性）
(国民生活基礎調査)

・女性のがん検診無料クーポン
送付数
・ブレスト・アウェアネス啓発チラシ
 送付数
・SNSやHP等の該当内容の
 視聴数
・HPVワクチン接種勧奨通知数

・市HP掲載のストレス
対処・睡眠啓発チラシ
閲覧数
・睡眠啓発動画視聴数
（・具体的な取組検討後に記
載予定）
・該当講座受講者数

20～30代女性のやせの者の割合の減少
(健康に関する市民意識調査)

健康のために意識して運動している市民の
割合の増加
(健康に関する市民意識調査)

乳がん・子宮頸がんの予防
・乳がん検診・子宮頸がん検診の個別
勧奨
・ブレスト・アウェアネスの啓発
・SNSやHP等を活用した情報発信
・HPVワクチンについての情報発信

骨粗しょう症予防
・SNSやHP等を活用した情報発信
・骨粗しょう症予防動画のHP掲載
・はまエル等の講座実施

メンタルヘルス

・働き・子育て世代向けの
「ストレス対処」「睡眠」啓発
チラシ・動画のHP掲載
（・調査実施後具体的な取組検討）
・はまエル等の講座実施（睡眠等）

横
浜
市
の
女
性
の
健
康
寿
命
の
延
伸

インプット
横浜市
・健康推進課

・関係課長会議

女性の健康づくり
応援事業予算

女性の健康づくり
推進検討部会

企業
・市内企業等

学校・学校関係団体
・中学、高校、大学
・横浜市PTA連絡
協議会

保健医療関係団体
・市医師会
・市産婦人科医会
・市助産師会
・県栄養士会

等

医療保険者・医療
保険関係団体
・全国健康保険
協会神奈川支部

等

地域で活動する団体

マスメディア

女性の健康づくり応援事業独自で設定

第３期健康横浜２１
および庁内関連計画で設定があるもの

栄養・食生活
・個別栄養相談・集団健康教育
・SNSやHP等を活用した情報発信
・骨活de健康づくり講座の栄養講話
・はまエル等の講座実施

飲酒
・「飲酒」啓発チラシ・動画の放映・ HP 
 掲載

運動
・よこはまウォーキングポイント事業
・骨活de健康づくり講座の運動講話
・はまエル等の講座実施

・SNSやHP等の該当内容の視
聴数
・該当講座受講数

・区での個別栄養相談延べ人
 数/食生活に関する集団健康
 教育延べ人数
・SNSやHP等の該当内容の
視聴数
・該当講座受講者数

・市HP掲載の飲酒啓発
チラシ・動画の視聴数

・よこはまウォーキングポイント
新規参加登録者数
・該当講座受講者数

・小・中・高・大学への喫煙
防止教育実施回数
・横浜健康経営認証事業
所「禁煙」に関する専門
職派遣実施事業所数

喫煙
・小・中・高・大学への喫煙防止教育
・職場の力を活用した禁煙チャレンジ
支援

20代の喫煙率の減少（女性）
(国民生活基礎調査)

20歳以上の喫煙率の減少（女性）
(国民生活基礎調査)

骨密度検査の実施
・骨活de健康づくり講座
・18区役所における骨密度検査

・骨活de健康づくり講座参加人
数
・骨密度検査の実施人数
（区実施分）

取組テーマ
実施（予定）している取組

（
横
浜
市
在
住
・
在
勤
の
女
性
が
ど
の
世
代
で
も
い
き
い
き
と
健
康
に
生
活
し
て
い
る
）

が
ん
の
死
亡
率
の
減
少

主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を１
日２回以上ほぼ毎日食べている市民の割合
(健康に関する市民意識調査)

成
人
期
・
壮
年
期
の

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
の
向
上

女
性
の
乳
が
ん
の

死
亡
率
の
減
少

骨
折
・
転
倒
に
よ
り
介
護
が

必
要
な
状
態
と
な
る
こ
と
の
減
少

子宮頸がん検診受診率の向上
(国民生活基礎調査)

現状
女性の健康寿命が
短縮傾向

生活習慣病による
早世が全国比を男
性と比較すると多い

乳がん死亡率が全
国比で高い

介護保険「要支援」
の原因第１位が「骨
折・転倒」

健康寿命が長い３
政令市との比較で
特に子育て中の女
性の悩みやストレス
が日常生活制限に
関連している

女性の飲酒頻度・
量が全国比で多い

女性のやせが全国
比で多い

さらに、より包
括的な要因分
析（社会的背
景等を考慮し
た分析）必要

がん検診受診率が
男性に比べて低い

女性の心疾患の死
亡率が増加している

神奈川県の女性は、
65歳以上より65歳
未満のの方が、健康
上の問題により日常
生活に支障をきたす
割合が高い

20-59歳の女性で
は、うつ病・こころの
病気が日常生活制
限に寄与すると推定
（20-39歳は全国
と有意差あり）

40歳以上の女性で
は、骨・関節疾患が
全国比で日常生活
制限に寄与すると推
定（全国比で有意
差ありの疾患多い）

月経不順・月経痛
が日常生活制限・メ
ンタルヘルス不調と
関連

資料６-１



アクティビティ 初期アウトカム 中間アウトカム 最終アウトカム

女性の健康づくり応援事業ロジックモデル（令和８年４月時点）（２/２ページ）

アウトプット
月経関連症状により日常生活に支障がある
にもかかわらず、行動に起こしていない人の割
合の減少（よこはま若者コホート研究より）

月経関連症状
・はまエル等の講座実施
・SNSやHP等を活用した情報発信
・若年層向けプロモーション
市内専門学校学生による媒体デザ
イン作成
・ユースクリニック（仮）

インプット
横浜市
・健康推進課

・関係課長会議

女性の健康づくり
応援事業予算

女性の健康づくり
推進検討部会

企業
・市内企業等

学校・学校関係団体
・中学、高校、大学
・横浜市PTA連絡
協議会

保健医療関係団体
・市医師会
・市産婦人科医会
・市助産師会
・県栄養士会

等

医療保険者・医療
保険関係団体
・全国健康保険
協会神奈川支部

等

地域で活動する団体

マスメディア

女性の健康づくり応援事業独自で設定

・該当講座の受講者数
・ SNSやHP等の該当内容の
視聴数
・ユースクリニック（仮）相談者
数

更年期症状
・はまエル等の講座実施
・SNSやHP等を活用した情報発信

取組テーマ
実施（予定）している取組

更年期症状等により日常生活に支障がある
にもかかわらず、行動に起こしていない人の割
合の減少（職場における実態調査での算出
を想定）

女性に多い疾患
（甲状腺疾患・鉄欠乏性貧血等）
・はまエル等の講座実施
・ SNSやHP等を活用した情報発信

働く女性が健康づくりに取り組みやす
い環境づくり

・講師派遣事業所数
（・具体的な取組検討後に記
載予定）

横浜健康経営認証事業所で、女性の健康
づくりに取り組んでいる事業所の増加(横浜健
康経営認証応募用紙)

婦人科に受診しやすい環境づくり
・婦人科一覧掲載
・SNSやHP等を活用した情報発信
・ユースクリニック（仮）

・婦人科検索数
・婦人科一覧HP閲覧数
・SNSやHP等の該当内容の
視聴数
・ユースクリニック（仮）相談者
数

月経関連症状により日常生活に支障がある
にもかかわらず、行動に起こしていない人の割
合の減少（よこはま若者コホート研究より）

・思春期保健指導事業参加者
延べ人数
・女性の健康相談実績
・ユースクリニック（仮）相談者
数

月経関連症状により日常生活に支障がある
にもかかわらず、行動に起こしていない人の割
合の減少（よこはま若者コホート研究より）

将来を見据えた（妊娠等を含む）
心身の健康づくり
・思春期保健事業
・女性の健康相談
・ユースクリニック（仮）

月
経
関
連
症
状
・
更
年
期
症
状
な
ど
女
性
特
有
の
健
康
課
題
で
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
に
影
響
を
受
け
る
人
の
減
少

更年期症状等により日常生活に支障がある
にもかかわらず、行動に起こしていない人の割
合の減少（職場における実態調査での算出
を想定）

横
浜
市
の
女
性
の
健
康
寿
命
の
延
伸

（
横
浜
市
在
住
・
在
勤
の
女
性
が
ど
の
世
代
で
も
い
き
い
き
と
健
康
に
生
活
し
て
い
る
）

第３期健康横浜２１
および庁内関連計画で設定があるもの

現状

さらに、より包
括的な要因分
析（社会的背
景等を考慮し
た分析）必要

女性の健康寿命が
短縮傾向

生活習慣病による
早世が全国比を男
性と比較すると多い

乳がん死亡率が全
国比で高い

介護保険「要支援」
の原因第１位が「骨
折・転倒」

健康寿命が長い３
政令市との比較で
特に子育て中の女
性の悩みやストレス
が日常生活制限に
関連している

女性の飲酒頻度・
量が全国比で多い

女性のやせが全国
比で多い

がん検診受診率が
男性に比べて低い

女性の心疾患の死
亡率が増加している

神奈川県の女性は、
65歳以上より65歳
未満のの方が、健康
上の問題により日常
生活に支障をきたす
割合が高い

20-59歳の女性で
は、うつ病・こころの
病気が日常生活制
限に寄与すると推定
（20-39歳は全国
と有意差あり）

40歳以上の女性で
は、骨・関節疾患が
全国比で日常生活
制限に寄与すると推
定（全国比で有意
差ありの疾患多い）

月経不順・月経痛
が日常生活制限・メ
ンタルヘルス不調と
関連

・横浜健康経営認証応募用紙への
 項目の追加
・横浜健康経営認証事業所への講師
派遣に「女性の健康づくり」を追加
・職場における実態調査の実施
（・調査実施後具体的な取組検討)



女性の健康づくり応援事業ロジックモデルに係る指標一覧

中間アウトカム指標

取組テーマ アクテビティ（取組） アウトプット指標 アウトカム

健
康
横
浜２
１の
指
標

出典 現状値 目標値

生活習慣病
の予防を通
じた早世の

減少

骨折・転倒
により介護
が必要な状
態となるこ
との減少

女性の乳が
んの

死亡率の減
少

成人期・壮
年期の

メンタルヘ
ルスの向上

月経関連症
状・更年期
症状など女
性特有の健
康課題でパ
フォーマンス
に影響を受
ける日数
（人）の減

少

栄養・食生活 個別栄養相談・集団健康教育
区での個別栄養相談延べ人数/
食生活に関する集団健康教育延
べ人数

低栄養傾向（ＢＭＩ20以下）の高齢者
（65歳以上）の割合の減少（全体）

〇
国民健康・
栄養調査

24.2
(H29-

R1)

13
(R12-
R14)

〇 〇

SNSやHP等を活用した情報発
信
（栄養・食生活に関すること）

SNSやHP等の該当内容の視聴
数

20～30代女性のやせの者の割合
の減少

〇
健康に関す
る市民意識
調査

16.9
(R5)

15
(R12-
R14)

〇 〇

骨活de健康づくりでの栄養講座 骨活de健康づくり講座参加人数
過去１年間の医療機関での骨密度測
定の受診割合の増加（女性）

健康に関す
る市民意識
調査

14.9
（R5）

16
(R14)

〇

はまエル等の講座実施 該当講座受講数
20～30代女性のやせの者の割合
の減少

〇
健康に関す
る市民意識
調査

16.9
(R5)

15
(R12-
R14)

〇 〇

よこはまウォーキングポイント事
業

よこはまウォーキングポイント新
規参加登録者数

〇 〇

骨活de健康づくりでの運動講座 骨活de健康づくり講座参加人数 〇

はまエル等の講座実施 該当講座受講数 〇

小・中・高・大学への喫煙防止教
育

小・中・高・大学への喫煙防止教
育実施回数

20代の喫煙率の減少（女性） 〇
国民生活基
礎調査

6.3
(R4)

2
(R13)

〇 〇

職場の力を活用した禁煙チャレ
ンジ支援

横浜健康経営認証事業所「禁煙」
に関する専門職派遣実施事業所
数

20歳以上の喫煙率の減少（女性） 〇
国民生活基
礎調査

6.6
(R4)

5.5
(R13)

〇 〇

飲酒
飲酒啓発チラシ・動画の放映・
HP掲載

市HP掲載の飲酒啓発チラシ・動
画の視聴数

生活習慣病のリスクを高める量を飲
酒している者の割合の減少(女性）

〇
健康に関す
る市民意識
調査

15.4
(R5)

8
(R14)

〇 〇 〇 〇

働き・子育て世代向けの「ストレ
ス対処」「睡眠」啓発チラシ・動画
のHP掲載

・市HP掲載のストレス対処・睡眠
啓発チラシ視聴数
・睡眠啓発動画視聴数

〇

はまエル等の講座実施 該当講座受講数 〇

骨活de健康づくり 骨活de健康づくり講座参加人数 〇 〇

SNSやHP等を活用した情報発
信
（骨粗しょう症予防動画等）

SNSやHP等の該当内容の視聴
数

〇 〇

骨密度検査を各区役所で働き・
子育て世代向けに実施

骨密度検査の実施人数（区実施
分）

〇 〇

はまエル等の講座実施 該当講座受講数 〇 〇

＜医療局＞
検診の個別勧奨

女性のがん無料クーポン送付数
子宮頸がん/乳がん検診受診率の増
加

〇
国民生活基
礎調査

43.6
50.5
(R4)

60
(R10)

〇 〇

＜医療局＞
ブレスト・アウェアネスの啓発

ブレスト・アウェアネス啓発チラシ
送付数

乳がん検診受診率の増加 〇
国民生活基
礎調査

50.5
(R4)

60
(R10)

〇 〇

＜医療局＞
HPVワクチンについての情報発
信

HPVワクチン接種勧奨通知数 子宮頚がん検診受診率の増加 〇
国民生活基
礎調査

43.6
(R4)

60
(R10)

〇

はまエル等の講座実施 該当講座受講数 〇 〇

SNSやHP等を活用した情報発
信（岩崎学園作成のものなど）

SNSやHP、駅構内啓発等の該当
内容の視聴数

〇 〇

はまエル等の講座実施 該当講座受講数 〇 〇

SNSやHP等を活用した情報発
信

SNSやHP等の該当内容の視聴
数

〇 〇

甲状腺疾患
SNSやHP等を活用した情報発
信

SNSやHP等の該当内容の視聴
数

〇 〇

鉄欠乏性貧血
SNSやHP等を活用した情報発
信

SNSやHP等の該当内容の視聴
数

〇

横浜健康経営認証事業所への講
師派遣「女性の健康づくり」メ
ニュー

講師派遣事業所数 〇 〇 〇 〇

＜令和９年度に向けて検討＞
令和８年度に職場における実態
調査の実施

今後、検討 〇 〇

＜令和９年度に向けて検討＞
婦人科一覧掲載

＜令和９年度に向けて検討＞
SNSやHP等の該当内容のアク
セス数

〇 〇

＜令和9年度に向けて検討＞
ユースクリニック（仮）の相談窓口

＜令和９年度に向けて検討＞
ユースクリニック（仮）の相談者数

〇 〇

SNSやHP等等を活用した情報
発信（岩崎学園作成のものなど）

SNSやHP等の該当内容の視聴
数

〇 〇

<こども青少年局＞
思春期保健事業

思春期保健指導事業参加者延べ
人数

〇 〇 〇

＜こども青少年局＞
女性の健康相談

女性の健康相談実績 〇 〇 〇

＜令和９年度に向けて検討＞
ユースクリニック（仮）の相談窓口

＜令和９年度に向けて検討＞
ユースクリニック（仮）の相談者数

〇 〇 〇

初期アウトカム指標アクテビティ（取組）

健康のために意識して運動している
市民の割合の増加（女性）

健康に関す
る市民意識
調査

56.7
(R5)

59.5
(R14)

過去１年間の医療機関での骨密度測
定の受診割合の増加（女性）

健康に関す
る市民意識
調査

14.9
（R5）

16
(R14)

月経関連症状により日常生活に支障
があるにもかかわらず、行動に起こ
していない人の割合の減少（調査済）

よこはま若
者コホート
研究

15.7
(R7)

※速報
値

15
(R10)

更年期症状等により日常生活に支障
があるにもかかわらず、行動に起こ
していない人の割合の減少（未調査）

職場におけ
る実態調査

未測定 未設定

横浜健康経営認証事業所（認証クラ
スAA・AAA）で、女性の健康づくり
に取り組んでいる事業所の割合の増
加(横浜健康経営認証応募用紙)

横浜健康経
営認証応募
用紙の統計

71.7
（R7）

75.5
(R14)

月経関連症状により日常生活に支障
があるにもかかわらず、行動に起こ
していない人の割合の減少（未調査）

よこはま若
者コホート
研究

15.7
(R7)

※速報
値

15
(R10)

・睡眠で休養が取れている人の割合
の増加
・睡眠時間が6～9時間の人の割合
の増加
（20-50代女性）

健康に関す
る市民意識
調査

〇
70.2
73.4
(R5)

75
(R14)

栄養・食生活

運動

喫煙

メンタルヘルス

骨粗鬆症予防

婦人科に受診し
やすい環境づく

り

将来を見据えた
（妊娠等を含む）
心身の健康づく

り

乳がん・子宮頸が
ん

月経関連症状

更年期症状

働く女性が健康
づくりに取り組
みやすい環境づ

くり

資料６-２（当日差し替え版）



女性の健康づくり応援事業における
取組と今後の方向性

横浜市役所健康福祉局健康推進課

女性の健康づくり推進検討部会 2026年７月21日

資料６－３



思春期 性成熟期 更年期 老年期
10代 20代 30代 40代 50代 60代

がん検診・ブレストアウェアネスなど

骨密度測定・健康づくり講座
乳幼児健診や職場など

職場における実態調査
具体的な取組（R9以降）

女性の健康づくり応援講座登録事業

（はまエル）

PTA×企業

若年層向け

プロモーション

・気軽な相談の場

メンタルヘルス

・更年期障害等

骨粗鬆症

骨粗鬆症検診

がん

若年層のヘルスリテラシー

向上（月経随伴症状等）

※主に婦人科受診等の

ハードルを下げる取組

働き・子育て世代のヘルスリテ

ラシー向上（月経随伴症状・

更年期障害・がんなど全般）

■女性ホルモンの変動による健康への影響が大きい

0１ 今後の方向性

女性の健康づくりを力強く推進し、横浜市の女性の健康寿命の２年延伸を目指す
横浜市

女性の健康寿命
短縮 ２年延伸

女性の健康課題について、ライフステージに応じ、
包括的な取組を実施していく（主な新たな取組抜粋）

※「第３期健康横浜２１」 女性の健康寿命の目標値（令和13年時点）76.42年以上  ＜直近値（令和４年時点） 74.49年＞

■横浜市女性の健康寿命が短縮している
（神奈川県は都道府県別ワースト３位）

■65歳以上の女性より現役世代（15～6４歳）の女性の方が、
健康上の問題により日常生活に支障をきたす割合が高い
（15～64歳の神奈川県は都道府県別ワースト１位、横浜市と神奈川県は同値）

2

今後検討

R8 強化

R8 強化

R７ 強化

R8 NEW

R8
強化

赤枠が健康福祉局事業

女性のライフステージと健康

思春期 性成熟期 更年期 老年期
10 20 30 40 50 60 年齢

月経前症候群（PMS）/

月経困難症/月経不順

不妊

やせ

乳がん・子宮がん・卵巣がん

うつ

生活習慣病、骨粗しょう症

更年期障害
子宮内膜症・子宮筋腫

皮膚の乾燥、泌尿器の病気

月経開始 妊娠・出産・育児 閉経

女性ホルモン
（エストロゲン）の量



若年層向けプロモーション
【趣旨】
若年層のヘルスリテラシー向上を目指し、当事者作成の媒体などを活用した啓発を実施します。

媒体
・岩崎学園学生作成ポスター
・その他

０２ 既存の取組報告①

3



はまエル（女性の健康づくり応援講座登録事業） （R8～新規実施）

働き世代
～更年期

PTA
横浜市

企業・団体

募集
とりまとめ

パッケージの提案
実績報告

パッケージの提示

調整・実施

希望時に企業へ連絡

企業・団体企業・団体
女性の健康づくり講座
パッケージイメージ
【テーマ例】
・月経随伴症状と対処
・若い女性のやせ
・更年期障害
・骨粗しょう症予防
・女性特有の疾患
【パッケージ】
・テーマごとに講師、内容のプログ
ラム（１時間程度）
・使用媒体の提供
・簡易測定などの物資提供

各団体の役割

【趣旨】
女性の健康づくりに関する取組を実施している企業・団体等のノウハウや啓発資材を活用した講座パッケージを
提供してもらい、ターゲット層が所属する団体（横浜市内小・中学校PTA）へ情報提供することにより、女性の
健康づくりを推進します。

０２ 既存の取組報告②

4



5

０２ 既存の取組報告②

掲載先：はまエル（横浜市女性の健康づくり応援講座登録事業） ホームページ
https://www.city.yokohama.lg.jp/kenko-iryo-fukushi/kenko-iryo/kenkozukuri/jyosei/hamayell.html

28講座（14の企業・団体）が登録
講座紹介（抜粋）



区における骨密度測定機会の創出（R8拡充）

【趣旨】
18区において、既存の場（乳幼児健診・地域子育て支援拠点とのイベント等）を活用し、働き・子育て世
代を対象に、年間１回以上の骨密度測定を含めた骨粗しょう症予防の取組を実施します。

０２ （参考）既存の取組報告③

6

主に子育て世代への啓発を進めることで、
女性の健康づくりへの意識を向上させ、自身やこども世代の
将来を見据えた行動をとることができるようになることを目指します。

令和７年度 区での主な実施場面
（1/26時点 ７区 467名参加）
・４か月児健診
・歯と口の健康週間イベント
・区内事業所
・学校保健会
・大学祭



０２ （参考）既存の取組報告④

7

区におけるヘモグロビン推定値の測定（R8～新規実施）

【趣旨】
既存の場を活用し、ヘモグロビン推定値の測定を組み合わせた啓発や保健指導を実施し、女性に多い
鉄欠乏性貧血の発症や重症化の予防につなげます。

（１） 機種
伊藤超短波株式会社 ASTRIM FIT

（２） 測定項目
ヘモグロビン推定値・血管幅・静脈酸素化指標（VOI）

（３） 測定方法
指先（中指）を指定位置に置き、

      40秒で測定結果表示（プリンタ機能無し） 
             

             ※電源が必要です。
      ※結果記入用の様式は、共通様式を作成する予定です。

（４） 健康推進課で保有する台数：２台

（５） 貸出可能期間
      （令和８年４月１日～令和９年３月31日）

３営業日以内 ※使用日を含む。



女性の健康づくり応援セミナー（大塚製薬共催）出張骨密度測定「骨活de健康づくり講座」

出張骨密度測定とセミナーでの啓発

事業所へ出張し、
骨密度測定を実施後、
運動や食生活の指導

を行う

■対象
：横浜市内の事業所

■横浜市スポーツ医
科学センターへ委託

■令和６年度
：10事業所、236名

■令和７・８年度
：２８事業所

女性の健康に関する知見を
豊富に有する協定締結企業
と連携し、専門医等のオン
ラインセミナーを実施

■対象
：50歳前後の女性

■大塚製薬と共催

■令和５年度末～

■周知協力依頼は、
医師会や複数の協定締結

企業、協会けんぽ等に実施

■視聴申込者数
R5：493名 R6:564名
R7：627名

※R8：継続予定

０２ （参考）既存の取組報告⑤



Instagramを通じた動画配信（各１分程度）

SNSでの啓発

9

配信日 年代 内容

R7 3/5(火） 思春期 生理の悩み

R7 3/10(月） 20-30代 子宮頸がんとは？

R7 3/12(水） 40-50代 更年期症状とは？

R7 3/14(金） 思春期 痩せすぎていることでの影響は？

R8 2/25(水） 40-50代 更年期症状の治療とは？

R8 3/18(水） 思春期 婦人科受診は怖くない？HPVワクチンって？

横浜市役所の専門職が
日々の生活で気をつけたいポイントや
気軽にできる運動・食事の工夫など

様々なアイディアをご紹介する
健康情報アカウントを

令和６年１１月に運用開始

健康横浜２１公式アカウント

０２ （参考）既存の取組報告⑥



アプリの登録状況

「よこはまウォーキングポイント」アプリでの啓発

10

年代 全体 男性 女性

18～39歳 3,361人 9.1％ 1,201人 6.5％ 2,100人 11.6％

40～64歳 18,582人 50.3％ 8,680人 46.7％ 9,734人 53.9％

65～74歳 10,049人 27.2％ 5,685人 30.6％ 4,326人 23.9％

75歳以上 4,964人 13.4％ 3,032人 16.3％ 1,914人 10.6％

合 計 36,956人 100.0％ 18,598人 100.0％ 18,074人 100.0％

アプリのコラム

0２ 既存の取組報告⑦

・アプリ登録者のうち、18～64歳が約６割を占めており、
その人数は２万人を超えている。
・特に、40歳から64歳の女性が約9,700人と最も多く、
情報発信の主要な対象層となる。
・主に働き世代・子育て世代に対し、自身や配偶者、
こどもなどの将来を見据えた行動の促進を図る。

※令和８年２月にリニューアルしたアプリのデータを集計したもの。
※性別の選択は任意のため、男性と女性の合計は全体と一致しない。

（令和８年３月末時点）

アプリのダウンロードは
こちら▼

対象：18歳以上の市内 在住・在勤・在学者
／ 参加無料

・女性の健康づくりに関するコラム
  （更年期症状や子宮頸がん等）を
  アプリで配信し、正しい知識の
  普及啓発と行動変容を促す。
・アプリの興味・お悩み設定で「女性
の健康」を選択した利用者には、
関連するコラムを優先配信する。

・コラムを読むことでポイントが付与
されるため、楽しみながら自然と
健康づくりにつながる。
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０4 今後のスケジュール

令和10年度

4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 （仮）

女性の健康づくり推進検討部会 ●７月 ●２月 ●７月 ●２月

検討項目

・実態調査（アンケート）
の項目検討
・具体的な取組の検討
（気軽な相談の場、企業
向けの取組）

・具体的な取組の検討
（気軽な相談の場、企業
向けの取組）
・よこはま若者コホート
研究（追加調査）の報告
（仮）

・具体的な取組の評価
・具体的な取組の検討

・事業評価

①ロジックモデルを用いた取組や評価の検討

②課題や現状の明確化

国民生活基礎調査、よこ
はま若者コホート研究等
の分析

職場における実態調査の
実施

③具体的な取組

若年層向けプロモーショ
ン

気軽な相談の場（婦人科
へのアクセス向上）（仮）

はまエル（女性の健康づく
り応援講座登録事業）

骨密度測定
骨粗鬆症検診（新）

企業向けの取組（仮）

令和８年度 令和９年度

●ロジックモデルを使用し、取組を適宜、見直し

●国民生活基礎調査・よこはま若者コホート研究等の分析

●優先的に取り組むべき課題の検討・整理

●効果的な啓発（対象者・内容・手法など）の実施に向けた検討

●カード作成に向けた取組の検討

●Instagramやちらしなどを用いた普及啓発

●取組の準備・実施

●取組開始 検証

●カード配布

●医療機関リスト作成の検討 ●医療機関リスト掲載

●アンケート調査の実施

●取組の検討・準備 ●取組の開始

●出張骨密度測定・区での骨密度測定など ●出張骨密度測定継続、区での骨密度測定の機会増（区配）

●評価

●分析結果

●企業への介入研究（仮）

●分析結果のフィードバック

●カード作成
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